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議案第４３号

令和５年度佐倉市の一般会計補正予算（第１１号）は、次に定めるところによる。

　　（歳入歳出予算の補正）
第１条 　歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ2,134,744千円を追加し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ62,362,451千円とする。
２　歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額は、「第１表　歳入歳出予算補正」による。

　　（繰越明許費の補正）
第２条　繰越明許費の追加は、「第２表　繰越明許費補正」による。

令和６年３月２６日提出

佐 倉 市 長 西 田 三 十 五

－ 7 －

令和５年度　佐倉市一般会計補正予算（第１１号）









　

　

　 （１）

令 和 ５ 年 度

佐 倉 市 一 般 会 計 予 算 に 関 す る 説 明 書

佐 倉 市 予 算 に 関 す る 説 明 書































（一般会計）
１  一　般　職

（１）総　括 （単位:千円）

    職   員   数

（人）

補正後 1,420,035

補正前 1,420,035

比  較 0

職員数は一般職と会計年度任用職員の総数

〔職員手当の内訳〕                                                                       （単位:千円） 〔その他の内訳〕 （単位:千円）

区   分 地域手当
管 理 職
手    当

期末手当 勤勉手当 住居手当
時 間 外
勤務手当

通勤手当
休日勤務
手    当

管理職
特勤手当

区   分
総合事務

組合負担金

補正後 376,373 85,026 1,044,663 726,173 56,686 538,634 100,621 2,380 14,839 500 補正後 301,635 36,599

補正前 376,373 85,026 1,044,663 726,173 56,686 532,154 100,621 2,380 14,839 500 補正前 301,635 36,472

比  較 0 0 0 0 0 6,480 0 0 0 0 比  較 0 127

※３節　職員手当等のうち、総合事務組合負担金、児童手当及び費用弁償（通勤費）は職員手当に含まれないため、別書き

区     分
給            与               費

共　済　費 合     計
報      酬 給       料 職 員 手 当 計

1,982 798,053 3,885,665 3,032,514 7,716,232 9,136,267

1,978 796,966 3,885,665 3,026,034 7,708,665 9,128,700

43,995

4 1,087 0 6,480 7,567 7,567

給    与    費    明    細    書

86,619 43,995

0 0

扶養手当
特殊勤務
手    当

児童手当
費用弁償
通勤費

86,619
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ア  常勤職員等（会計年度任用職員以外）

    職   員   数

（人）

補正後 930 ( 49 ) 1,277,649

補正前 930 ( 49 ) 1,277,649

比  較 0 ( 0 ) 0

※括弧内は暫定再任用職員を外書き

〔職員手当の内訳〕                                                                       （単位:千円） 〔その他の内訳〕（単位:千円）

区   分 地域手当
管 理 職
手    当

期末手当 勤勉手当 住居手当
時 間 外
勤務手当

通勤手当
休日勤務
手    当

管理職
特勤手当

区   分 児童手当

補正後 359,508 85,026 871,008 726,173 56,686 533,229 93,757 2,380 14,839 500 補正後 43,875

補正前 359,508 85,026 871,008 726,173 56,686 526,749 93,757 2,380 14,839 500 補正前 43,875

比  較 0 0 0 0 0 6,480 0 0 0 0 比  較 0

※３節　職員手当等のうち、児童手当は職員手当に含まれないため、別書き

イ  会計年度任用職員

（単位:千円）

    職   員   数

（人）

補正後 73 ( 930 ) 142,386

補正前 73 ( 926 ) 142,386

比  較 0 ( 4 ) 0

※括弧内はパートタイム会計年度任用職員を外書き

〔職員手当の内訳〕 （単位:千円） 〔その他の内訳〕 （単位:千円）

区   分 地域手当
時 間 外
勤務手当

通勤手当
休日勤務
手    当

区分 児童手当

補正後 16,865 5,405 6,864 0 補正後 120 36,599

補正前 16,865 5,405 6,864 0 補正前 120 36,472

比  較 0 0 0 0 比 較 0 127

※３節　職員手当等のうち、児童手当及び費用弁償（通勤費）は職員手当に含まれないため、別書き

（単位:千円）

区     分
給            与               費

共　済　費 合     計
報      酬 給       料 職 員 手 当 計

0 3,702,049 2,829,725 6,531,774 7,809,423

0 3,702,049 2,823,245 6,525,294 7,802,943

0 0 6,480 6,480 6,480

扶養手当
特殊勤務
手    当

区     分
職 員 手 当

86,619

86,619

0

給            与               費
共　済　費 合     計

報      酬 給       料 計

796,966 183,616 202,789 1,183,371

798,053

1,325,757

0

173,655

0

1,087 0 1,087 1,087

期末手当
費用弁償
通勤費

173,655

183,616 202,789 1,184,458 1,326,844
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（２）報酬及び給料、職員手当の増減額の明細 （単位:千円）

区   分

  職 員 手 当 6,480

イ  会計年度任用職員分 0

ア  常勤職員等 （単位:千円）

区   分

2,160

2,160

イ  会計年度任用職員 （単位:千円）

区   分

   報    酬

272

543

   給    料

  職 員 手 当 0

1,087

0

イ  会計年度任用職員分

   報    酬 1,087

2,160

  職 員 手 当 6,480

   給    料 0

   給    料 0 ア  常勤職員等分

0

備             考

備             考 説            明

増    減    額 増    減    事    由    別    内    訳

ア  常勤職員等分 0

0

 説            明

物価高騰対策臨時給付金支給事業（令和６年度
住民税非課税世帯分）に係る時間外勤務手当の
増分

備             考

6,480

増    減    額 増    減    事    由    別    内    訳

ア  常勤職員等分

0 0

イ  会計年度任用職員分

物価高騰対策臨時給付金支給事業（令和６年度
調整給付分）に係る時間外勤務手当の増分

 説            明

272

物価高騰対策臨時給付金支給事業（令和６年度
住民税均等割のみ課税世帯分）に係る時間外勤
務手当の増分

増    減    額 増    減    事    由    別    内    訳

1,087 物価高騰対策臨時給付金支給事業（令和６年度
住民税非課税世帯分）に係る増分

0

物価高騰対策臨時給付金支給事業（令和６年度
住民税均等割のみ課税世帯分）に係る増分

物価高騰対策臨時給付金支給事業（令和６年度
調整給付分）に係る増分
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（３）給料及び職員手当の状況

ア  職員１人当たり給与 （単位：円）

   平   均   給   料   月   額

令和6年1月1日現在    平   均   給   与   月   額

   平   均   年   齢    （歳）

   平   均   給   料   月   額

令和5年1月1日現在    平   均   給   与   月   額

   平   均   年   齢    （歳）

イ  初任給 （単位：円）

高     校     卒

総合職 200,700
一般職 196,200

ウ  級別職員数

級 級

１  級 169 (0) 18.2 (0) １　級 0 (1) 0.0 (100.0)
２  級 173 (7) 18.7 (14.6) ２　級 3 （0） 100.0 ( 0)
３  級 269 (41) 29.0 (85.4)
４  級 143 (0) 15.4 (0)

令和6年1月1日現在 ５  級 96 (0) 10.4 (0)
６  級 55 (0) 5.9 (0)
７  級 22 (0) 2.4 (0)

合    計 927 (48) 100.0 (100.0) 合　　計 3 ( １ ) 100.0 (100.0)
１  級 169 (0) 17.9 (0) １　級 0 ( 1 ) 0.0 ( 100.0)
２  級 183 (4) 19.3 (8.0) ２　級 3 ( 0 ) 100.0 ( 0)
３  級 263 (46) 27.9 (92.0)
４  級 154 (0) 16.3 (0)

令和5年1月1日現在 ５  級 99 (0) 10.4 (0)
６  級 56 (0) 6.0 (0)
７  級 21 (0) 2.2 (0)

合    計 945 (50) 100.0 (100.0) 合　　計 3 (  1  ) 100.0 (100.0)
※括弧内は暫定再任用職員を外書き

43.48

170,900

54.00

329,028

426,360

422,137

329,200

53.00

332,033
375,801

構   成   比  （％）
区         分

   職   員   数 （人）

一      般      行      政      職      等

職   員   数  （人）  構   成   比  （％）

技      能      労      務      職

43.75
325,619

区                      分 技   能   労   務    職一  般   行   政   職   等

371,130

区    　   分 一般行政職等 技能労務職
一  般  行  政  職

166,600

国   の   制   度

170,900

短　　大　　卒 184,600
保育士等　195,100

179,100

大     学     卒 202,400
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（級別の基準となる職務）

７   級 ６   級 ５   級 ４   級 ３   級 ２   級 １   級

主 任 主 事 主 　 事

部     長  課     長 副　主　幹 主　　査 主　査　補  ･  ･

主 任 技 師 技 　 師

エ  昇給 （単位：人）

    職       員       数     〔Ａ〕

    昇 給 に 係 る 職 員 数 〔Ｂ〕

１号給

２号給

３号給

４号給

５号給

６号給以上

    比    率    〔Ｂ〕    ／    〔Ａ〕    （％）

    職       員       数     〔Ａ〕

    昇 給 に 係 る 職 員 数 〔Ｂ〕

１号給

２号給

３号給

４号給

５号給

６号給以上

    比    率    〔Ｂ〕    ／    〔Ａ〕    （％）

区         分

0.0%

930

0

3927

一  般  行  政  職  等 技   能   労  務   職

0

 一  般  行  政  職

区                   分 合        計
代     表     的    な    職    種

0 0

補
正
前

930

　　号給数別内訳

補
正
後 　　号給数別内訳

0.0% 0.0%

3

0.0% 0.0% 0.0%

927

0 0
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オ  期末手当・勤勉手当 　　　　　　　　　　（単位：月分）

補正後 2.20 ( 1.15 ) 2.30 ( 1.20 ) 4.50 ( 2.35 )

補正前 2.20 ( 1.15 ) 2.30 ( 1.20 ) 4.50 ( 2.35 )

国  の 制  度 2.20 ( 1.15 ) 2.30 ( 1.20 ) 4.50 ( 2.35 )

※括弧内は暫定再任用職員

カ  定年退職及び応募認定退職に係る退職手当 　　　　　　　　　　（単位：月分）

２ ０ 年 ２ ５ 年 ３ ５ 年

勤 続 の 者 勤 続 の 者 勤 続 の 者

国  の  制  度

 （支 給 率 等）

キ  地域手当

　支 給 対 象 地 域

  支   給   率  （％） 9.2

  支 給 対 象 職 員 数 （人） 930 (49)

　国の指定基準に基づく支給率（％） 10

※括弧内は暫定再任用職員を外書き

全     地     域

47.709

47.709

47.709

47.709

支  給  率　計

定年前早期退職特例措置（２％～４５％加算）

定年前早期退職特例措置（２％～４５％加算）

有

有

区      分

支  給  率  等 24.586875

区       分

最 高 限 度

支     給     期     別     支     給     率

24.586875

33.27075

33.27075

  職制上の段階、職務の
級等による加算措置

有

６       月 １ ２     月

そ  の  他  の  加  算  措  置  等 備　　　考
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ク  特殊勤務手当 　　　　　　　　 （単位：％）　

一  般  行  政  職  等 技　能　労　務　職

  給 料 総 額 に 対 す る 比 率 0.01 1.03

  支 給 対 象 職 員 の 比 率 1.4 25.0

 （令和6年1月1日現在 ）

   代 表 的 な 特 殊 勤 務 手 当 の 名 称 税務特殊手当、福祉業務手当、防疫作業手当、建築確認業務手当

ケ  その他の手当

区   　  分 国の制度との異同

扶  養  手  当 同　じ

区　　分 佐　倉　市

２親等内の親族所有の住居は
手当の対象外

上限（市内）28,000円
上限（市外）24,000円

自　宅 市内のみ支給（3,000円）

区    分 佐  倉  市

交通機関等 定期券代を全額支給 定期券代　55,000円まで全額支給

通　勤　手　当 異なる

住　居　手　当 異なる

 区                    分 全      職      種
代     表     的    な    職    種

0.01

―

1.5

賃　貸

差    異    の    内    容

普通自動車（2,000円～）
原動機付自転車等（2,000円
～）
自転車（2,000円～）
使用距離に応じて支給

使用距離に応じて支給（2,000円～31,600円）交通用具

国

国

別居している両親所有の住居を賃貸している場合にも手当を支給
※一定の条件あり。

上限28,000円

支給なし
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